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【要約】 

■ 2016 年の世界経済は、Brexit や、トランプ新大統領誕生により、不確実性が高まった年となっ

た。実体経済は、新興国減速の影響を受け弱含んだが、年末にかけて回復の兆しが見られ

る。日本経済も、内需、外需ともに力強さを欠き、前年とほぼ同程度の成長を見込む。 

■ 中長期を見通すと、テクノロジー分野で先行する欧米先進国企業、価格競争力を有する新興

国企業との競争という従来からの構図に加え、豊富な資金力を背景とした中国企業の大型

M&Aの進展や、その他新興国の技術面での急速なキャッチアップにより、日本企業の競争環

境は一層厳しくなることが想定される。 

■ 日本産業が中長期にわたってプレゼンスを維持するためには、10 年先の競争環境の変化を

見据え、①海外の成長市場への展開、②新たな事業領域へのシフト、③ビジネスモデルの革

新を行うことが求められる。 

I. 内外需要動向 

1.  グローバル需要見通し～IoT 投資や医療関連産業の需要はグローバルで拡大 

2016年は、6月の英国の EU離脱、11月のトランプ新大統領の誕生に代表さ

れるように、反グローバル化や保護主義台頭の懸念が高まるなど、不確実性

が世界規模で高まった。これにより金融市場が乱高下するなど、実体経済に

少なからず影響を与えており、先行きの見通しは不透明感を高めている。 

このような状況下、2016 年の世界経済は弱含んで推移している。中国を起点

とした新興国経済の減速と、原油価格の低迷による資源国経済の悪化は、こ

れらをけん引役としていた米国等の先進国経済にも波及した。もっとも、年央

から年末にかけて、原油価格が底打ちしたことや新興国経済に回復の兆しも

見られることから、2017 年の世界経済は緩やかな回復基調となることが予想さ

れる。 

2021 年迄の 5 年間を見通すと、世界経済全体では緩やかな成長が予想され

る。地域別では、米国は 2%前後、ユーロ圏は 1%半ばの緩やかな成長が見

込まれる。一方、中国については成長率が 6%台前半へと鈍化するものの、主

要先進国を上回る高成長を維持し、ASEAN 等のアジア新興国についても堅

調な成長が見込まれるなど、アジアが世界経済のけん引役となることが期待さ

れる。 

産業別にみると、IoT・ビッグデータ・AI などの先端テクノロジーの進化、実装

化が進む分野では、経済的に成熟した欧米先進国を含めての高い伸びが見

込まれる（【図表 1-1】）。この恩恵を最も受けるのは情報サービスや電子部品

等の周辺産業であり、また、幅広い産業でのデジタル化・自動化ニーズの広

がりにより、ロボットも有望な分野となる。さらに、医薬品や医療機器といったヘ

ルスケア関連産業も、高齢化や新興国の医療アクセス向上に伴い、グローバ
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ルで需要の拡大が見込まれる。 

加えて、世界経済をけん引する ASEAN 等の新興国では、旺盛なインフラ需

要が存在することから建設では高い伸びが予想される。また、中間層が拡大

し、消費の高度化が進展することで、高品質な食品やモバイル等サービス分

野への支出が拡大するだろう。さらに、スマートフォン端末の普及やネット環境

の整備が進むことで、欧米先進国と同様の先進的サービスが一気に広がる可

能性もある。 

他方、グローバル需要の下押し要因になり得るのが中国の減速である。化学、

非鉄金属、鉄鋼といった素材産業や工作機械については、ASEAN等の新興

国では底堅い需要が見込まれるものの、中国では過剰設備・在庫の解消に

時間がかかり、設備投資に係る需要の伸びが減速することに加え、その中身

もロボットやソフトウェアなどに移っていき需要の減速が見込まれる。これまで

世界の需要拡大をけん引してきた中国の伸びが鈍化することで、グローバル

需要はかつてのようなペースで拡大することは望めないだろう。また自動車や

エレクトロニクス製品についても、ASEAN 等の新興国の需要が相対的に高い

水準となるも、中国における普及が一巡することで緩やかな成長に留まる見

通しである。 

加えて、石油、紙・パルプについては、先進国を中心とした省エネの進展や、

紙から電子媒体へのシフトがグローバルで進行するといった構造的要因によ

り、需要の伸びは限定的であると予想される。 

【図表 1－1】 産業別のグローバル需要見通し 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）業種毎に対象エリアは異なる。対象指標と対象エリアについては産業毎に詳述した各章をご参照 
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2.  国内需要見通し～向こう 5 年では緩やかな成長も、内需縮小圧力は一層高まっていく 

2016 年の日本経済は 2015 年と同程度の成長率となる見込みである。足下、

消費マインドに改善がみられ、個人消費に底打ちの兆しがみられるものの、海

外経済の回復の弱さから設備投資が依然として低調に推移している。2017 年

は、新興国経済が回復に転じることや円高の影響が和らぐことにより、設備投

資の改善が予想されることから、内需の緩やかな回復が見込まれる。 

2021 年に向けては、人口減少が多くの産業に影響を与えるものの、5 年間と

いう時間軸では、その減少幅が約 2%程度に留まることに加え、消費水準の高

い単身世帯の増加や拡大するインバウンド需要に支えられることから、消費全

体としては緩やかな成長を辿ると予想される。足下拡大しているインバウンド

需要についてはオリンピック後も継続して拡大し、2021 年には訪日外国人数

が約 3,000 万人に達すると見込まれ、小売や加工食品、ホテル等の観光関連

産業などにおいては、幅広く需要が下支えされると考えられる（【図表 1-2】）。 

加えて、一部の産業では相対的に高めの需要成長が期待される。高齢化の

進展により医薬品や医療機器などヘルスケア分野での需要拡大が見込まれ

るほか、ロボットでは自動化ニーズが非製造業にも広がり、IoT の進展によっ

て情報サービスや電子部品でも堅調に需要が拡大すると見込まれる。2020年

のオリンピックに向けては、第 5世代通信規格（5G）の整備や自動運転の実証

実験などの取り組みが計画されており、中長期的な新規事業領域の創出・拡

大に繋がる期待もある。 

しかしながら、人口減少による内需への下押し圧力は 2021年にかけて今後一

段と高まっていくことから、楽観はできない。向こう 5年間でみても、住宅・建設、

自動車販売では人口減少による影響が大きいと想定され、素材や物流等の

関連産業の需要にも縮小圧力となるだろう。特に 2020 年代に入ると、オリンピ

ック特需のはく落のみならず、総世帯数が減少に転じる見通しであることから、

インバウンド需要の動向次第では小売や加工食品などでも需要が減少に転じ

る可能性がある。また、既に一部の産業で顕在化している人手不足といった

供給面での制約も今後はより深刻化していく虞がある。 

このほか、グローバルな動向と同様、省エネ技術向上やペーパレス化などの

構造変化を背景に、石油製品や紙・パルプでも需要減少トレンドが続くと見込

まれる。 

 

 

 

 

 

 

2016 年の日本経

済 は 踊 り 場 も 、

2017 年にかけて

回復基調に 

向こう 5 年の消費

は、人口減少の

影響を受けつつ

も 、 全 体 で は 緩

やかな成長が見

込まれる 

ヘルスケア、ロボ

ット、 IoT 関連産

業は相対的に高

成長。五輪に向

けた各種取組み

が 新 規 事 業 創

出・拡大への期

待も 

2021 年にかけて、

人口減少による

内需下押し圧力

は一段と高まる

虞 

日 本 で も 石 油 、

紙 ・ パ ル プ の 需

要は構造的に減

少 



 

 
特集：日本産業の中期見通し（産業総合）   

 

みずほ銀行 産業調査部 

16 16 

【図表 1－2】 産業別の内需見通し 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章をご参照 
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2016 年の輸出額は、年後半には持ち直す方向にあるものの、大幅な円高の

影響から通年では前年水準を割り込む見込みである。財別では新興国経済

の減速を受けて鉄鋼等の素材や一般機械などに弱さが見られる。2017 年の

輸出は、中国経済の安定化や原油価格の上昇による資源国経済の持ち直し

などを受けた世界経済の回復、円高の是正により回復に向かうと見込まれる。 

2021 年に向けて、世界経済の緩やかな成長に伴い輸出は底堅く推移するも

のの、財によって動向は異なると見込まれる（【図表 1-3】）。けん引役としては、

自動化・生産性向上ニーズの拡大に支えられるロボットや工作機械のほか、

新興国との価格競争に巻き込まれない技術優位性を有する電子部品が挙げ

られる。また、政府の輸出促進戦略に支えられた加工食品も押し上げに貢献

するだろう。 

一方、競争優位性を有する自動車では、「地産地消」の流れが今後も継続す

る見込みであるため、輸出は概ね横ばいに留まると予想される。企業としては

海外拠点を通じてグローバル需要を取り込めるものの、これまでとは異なり、

輸出ではなく現地生産での対応になるだろう。 
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また、石油、紙・パルプ、石油化学、家電など、品質面での差別化が難しい分

野では、グローバル需要は増加するものの、新興国の台頭などに伴う需給悪

化から輸出の減少が見込まれる。特に石油化学などの素材では、中国をはじ

めとした新興国の供給拡大に伴いグローバルな需給が悪化しやすく、高付加

価値の鉄鋼などを除くと、輸出環境は一層厳しさを増すと想定される。 

【図表 1－3】 産業別の輸出見通し 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章をご参照 
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う内需縮小の影響が顕在化するなど、輸出動向と同様、業種毎のばらつきが

大きいと見込まれる（【図表 1-4】）。 
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医薬品・医療機器については、国内外で相対的に高めの需要成長が見込ま

れるものの、海外生産シフトや海外拠点からの逆輸入が増加するため、需要

の伸びほどには国内生産は伸びないとみられる。 

一方、生産水準の低下が見込まれる業種として、自動車は海外工場の能力

増強が中心となるため、国内生産は引き続き減少トレンドが見込まれる。また、

内需縮小の影響に加え、海外勢との差別化を図ることが難しい石油化学や家

電等エレクトロニクス製品や、省エネや IT 化といった構造変化の影響を受け

る石油精製や紙・パルプ等についても減産となろう。 

【図表 1－4】 産業別の生産見通し 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章をご参照 
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III. 向こう 5 年の日本産業の競争力～一部の産業に限り高いグローバルプレゼンスを維持 

【図表 1-5】では、縦軸に「日本企業のグローバルプレゼンスの方向性」1を、横

軸に「需要の成長性」2をとり、向こう 5 年間で日本産業が置かれる位置づけを

整理した。 

まず、向こう 5 年間の各産業における需要の成長性をみると、多くの産業で内

外需要を取り込むことにより緩やかな成長を実現することができると考えられる。

縮小が見込まれるのは、国内人口の減少や世界的な需給悪化の影響を受け

やすい住宅や一部の素材と考えられる。 

一方、グローバルプレゼンスの向上、高いプレゼンスを維持できる業種はわず

かに留まると考えられる。欧米先進国企業との競争に加え、新興国企業も母

国市場の成長とともに競争力を高めており、日本企業の競争環境はこれまで

以上に激化するだろう。加えて、先端テクノロジー分野などの新たな領域の取

り込みに向けて、欧米トップ企業や豊富な資金を有する中国企業が躊躇ない

大型M&Aを実施するなど、収益力、技術力を非連続的に高めている。このよ

うな競争環境下、多くの日本産業において、向こう 5 年間でのグローバルプレ

ゼンスの向上は見込みづらい。全体としてのプレゼンスは低下する懸念があり、

中長期的にプレゼンスが更に低下するとすれば、海外市場の成長を十分に

取り込めずジリ貧に陥る虞があるだろう。 

【図表 1－5】 向こう 5 年の産業競争力マップ 

  
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

                                                   
1 「日本企業のグローバルプレゼンスの方向性」は、現状の日本企業及び海外競合企業の市場シェア、規模・資本力、技術力・経

営力・戦略などを、みずほ銀行産業調査部が総合的に評価し、向こう 5年間における相対的なプレゼンスの水準や方向性に関

する見通しを 3段階評価したもの。 
2 「需要の成長性」は、日本企業が現にアクセスしている国内外の市場における業種毎の内外需要の成長性を、みずほ銀行産業

調査部が総合的に評価し、3段階評価したもの。 
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プレゼンスの方向性を業種毎にみていくと、まず製造業では、高いプレゼンス

を維持できるのは一部の組立加工業種に留まり、素材業種をはじめ、多くの

産業でプレゼンスの低下が懸念される。 

向こう 5 年間で現状の高いプレゼンスを維持することが可能と目されるのは、

現時点で優れた技術力を有する分野である。例えば、鉄鋼ではハイエンドに

限れば、競合する中国やその他新興国の企業との差別化が可能であろう。ま

た、すり合わせやカイゼンに代表される生産ノウハウに加え高い要素技術力

を有する自動車、電子部品、工作機械やロボットでは、既存の優位性が向こう

5年間では継続し、高いプレゼンスを維持すると考えられる。  

他方、石油、汎用化学、低付加価値の鉄鋼製品等では、中国をはじめとした

グローバルでの生産能力の増大に伴う需給悪化、価格競争の激化から、日本

企業がシェアを維持・拡大していくことは難しいと見込まれる。また、高い技術

力を有する重電についても、海外ではグローバルトッププレイヤーや政府支

援を背景とする中国企業との競争、国内でもグローバルトッププレイヤーの攻

勢に晒されるといった厳しい競争環境が予想される。医薬品や化学、加工食

品などでは、大型再編を進める欧米企業と、日本企業との格差が拡大するな

ど、事業環境は一層厳しくなっている。迅速な事業再編・集約によって成長に

向けたリソースの集中を図っている欧米企業に比べ、日本企業の取り組みは

周回遅れと評価せざるを得ない。 

非製造業については、その多くが内需依存型で海外展開が進んでいないた

め、向こう 5 年間でのグローバルプレゼンスの向上は期待しづらい。エネルギ

ーや不動産、建設、物流などでは、経済規模が世界第三位の確固たるマザ

ーマーケットを有しており、今後も国内基盤は維持できると予想される。しかし

ながら、これらの産業では、海外展開を推し進めることで中長期的にグローバ

ルプレゼンスを向上させることが出来るかどうかが、向こう 5年間のうちに厳しく

問われることとなろう。また、情報サービスでは、各産業の IoT 化に伴う需要は

あるものの、クラウド化に伴い従来の受託開発型ビジネスからの転換を迫られ

ることに加えて、国内においても先行する欧米大手事業者との競争に晒され

る。さらには異業種やベンチャーの参入など、競争環境の激変期を迎えること

が予想される。一方、通信では、海外の異業種企業の大型買収により、IoT時

代への先手を打つことにより今後のプレゼンスの向上が期待される。 

IV. 求められる日本企業の事業戦略～中期的なメガトレンドも踏まえた打ち手が求められる 

前節にて述べた通り、向こう 5 年間を展望すると、多くの日本産業では内外需

要を取り込みながら緩やかな成長を維持することが出来ると考えられる。しか

しながら、日本産業の多くでグローバルプレゼンスの向上を期待しづらく、外

需を十分に取り込めないとすれば、人口減少ペースの加速による内需縮小圧

力の高まりと合わせると、長期的な成長の持続性に問題なしとは言えない。 

加えて、中長期的には競争環境の大きな変化が想定されることも認識すべき

だろう。具体的には、IoT や AI 等の先端テクノロジーが目覚ましい進化をとげ

ており、環境問題や高齢化に伴う財政制約など、社会的課題への対応の必

要性の高まりから規制制度の大きな変更も予見され、これらは従来のビジネス
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モデル・事業戦略の大転換を迫ると考えられる。また、国内では、人口減少ペ

ースが加速することで内需縮小圧力が一層高まると同時に、人手不足が更に

深刻化する可能性がある。外に目を転じれば、世界経済のけん引役として期

待される新興国経済の成長が日本にとってチャンスである半面、中国に代表

される新興国企業の台頭により競争環境の一段の激化は不可避と言える。 

これらの変化が日本産業に与える影響は、向こう 5年という時間軸ではそれほ

ど大きくないかもしれない。しかしながら、競争環境の変化は着実かつ加速度

的に進展し、10年後には大きな影響をもたらしているのではないだろうか。とり

わけ、「第 4 次産業革命」と呼ばれるテクノロジーの進化により、これからの 10

年は過去の 10 年よりも大きな変化がもたらされ、その影響は産業の盛衰、企

業の競争力に決定的な影響をもたらし得ると考えられる。このため、日本産業

には、眼下の課題に取り組みつつ、こうした中長期的なメガトレンドを見据えた

事業戦略を検討・実行していくことが、今まさに求められると言えよう。そして、

その方向性は、「①成長市場への展開」、「②新たな事業領域へのシフト」、

「③ビジネスモデルの革新」の 3つに大別できると考えられる（【図表 1-6】）。 

【図表 1－6】 中長期で起こり得る競争環境の変化と求められる戦略方向性 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 
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そのためには新興国等海外市場への展開が必要となるが、その際には国内

で培ったノウハウ・強みを活かすといった差別化が重要と考えられる。例えば、

石油やエネルギーでは、日本企業は製油所の運営や電力系統の安定化ノウ

ハウを強みとしており、ASEAN 市場攻略の一助になると期待される。先進国

を含めた海外展開を強化していく上ではルールへの対応も重要である。代表

事例は食品であり、日系事業者はグローバルな食品安全マネジメントに係わ

るルールへの対応が不十分であることが海外需要を取り込む上での障害にな

っている。今後は、「ハラル」対応を通じたインバウンド需要の取り込みなど、グ

ローバルな認証・ルールへの積極的な対応が求められる。また、新興国の進

出には現地パートナーとの協業が欠かせないが、欧米のグローバルトプレイ

ヤーのように、果断な M&A により「時間を買う」選択肢を検討すべきだろう。

M&Aに際しては、PMIの明確な指針を打ち立て、経営リソースの統合を進め

るなど、早期のシナジー創出を図ることも欠かせない。 

戦略方向性の第二は、新たな事業領域へのシフトである。足下、新興国企業

の台頭や欧米勢の迅速な選択と集中の動きから競争環境は激化しており、新

たな事業領域へのシフト、或いは成長事業の創出によって収益力を強化する

ことが急務と言えよう。 

まず、新たな事業領域へのシフトについては、競争が激化して収益性が悪化

している低付加価値領域から、差別化可能な高付加価値領域へリソースをシ

フトすることが求められる。とりわけ、世界的な供給力拡大によって需給悪化が

見込まれる石油化学や、ペーパレス化という構造変化により需要縮小傾向が

続く紙・パルプなどでは、事業領域のシフトは喫緊の課題と言えよう。高付加

価値領域にシフトしていくためには、その大前提として、設備能力の削減や国

内の垂直統合、事業の片寄せ等の合理化を進め、リソースをねん出すること

が不可欠だろう。 

次に成長事業の創出に向けては、IoT の活用がカギと言える。具体的には、

デジタル化、センシングにより収集したデータを起点とし、IT 事業者や他の異

業種とも連携しながら、バリューチェーンの延伸や新たなユーザー層の獲得

などに取り組むことが重要となる。例えば、医薬品、医療機器において、世界

的に医療費抑制の流れが強まっていることを踏まえると、ウェアラブルデバイ

スの活用などを通じて、予防・予後迄含めたバリューチェーン全体に対応して

いくことが考えられる。また、ロボットでは、AI による自律的動作が可能になる

ことで、伝統的なユーザー以外の幅広い製造業、物流などの非製造業に広

がることが見込まれている。 

第三の戦略方向性は、競争環境のパラダイムシフトを見据えたビジネスモデ

ルの革新である。ここで言うパラダイムシフトとは、新たなテクノロジーの活用、

社会的課題の解決に向けた規制の強化や制度体系の変更などによって、競

争環境が非連続的かつ劇的に変化することを指している。パラダイムシフトが

一たび生じれば、既存のビジネスモデルの見直しや新しいビジネスモデルへ

の切り替えは不可避となる。自動車を例にとると、環境規制の強化による電動

化は、日系完成車メーカーが築き上げてきた内燃機関を前提とする強みを喪

失させる可能性がある。また、所有を前提としないシェアリングビジネスが更に
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広がっていけば、量販型モデルはその限界を迎えるだろう。或いは、2020 年

代以降の自動運転技術の実用化が予想されているが、その要素技術は現時

点で日系完成車メーカーに優位性のある領域ではない。つまり、高いグロー

バルプレゼンスを有する日本の自動車産業においてすら、パラダイムシフトを

見据えたビジネスモデル革新への取り組みなくしては、決して安泰とは言えな

いだろう。 

こうしたパラダイムシフトに備えるためには、業種や企業規模の違いを問わな

い幅広いパートナーとの積極的な協業により、人材、研究開発資金等の多大

な所要リソースや事業化に係るリスクの分担を図りつつ、新たなビジネスモデ

ルや業界内でのデファクトスタンダードを確立することが重要と考えられる。前

述の自動車以外にも、例えばエネルギーでは再生可能エネルギーの普及と

いうパラダイムシフトが進みつつあり、IT ベンチャーへの投資やオープンイノ

ベーションを実践するための組織見直しが行われている。また、第 5世代通信

規格（5G）が整備され IoT通信が拡大しても、単なる「土管」に留まるリスクを抱

える通信と、広告の本格的なネットシフトによりインターネット事業者に地位を

奪われるという脅威が増大しつつあるメディアでは、協業によりそれぞれの強

みを活かして課題を補完できる win-win の関係を構築できる可能性がある。

以上の事例では、いずれも業際化が進み、異業種やベンチャーなどの参入・

台頭が想定される。このため、従来のビジネスモデルに固執することなく、積

極的なオープンイノベーションによりリスク分散を図り、プロアクティブに新たな

ビジネスモデルを創出していく取り組みが求められると言えよう。（【図表

1-7】）。 

 

【図表 1－7】 求められる事業戦略の方向性 

  
  （出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

①国内中心→海外の成長市場への展開

②新たな事業
領域への

シフト
↑

低採算/
低成長

③パラダイムシフト
の兆し

→ビジネスモデル
の革新

②新たな事業領域へのシフト

事業合理化によりリソースを捻出し
高収益事業へシフト
（化学、紙・パルプ等）

IoT活用によるバリューチェーンの延伸と
新たなユーザー層の取り込み
（医薬品・医療機器、ロボット、工作機械、重電等）

③ビジネスモデルの革新

異業種連携による新たなビジネスモデル、
業界内でのデファクトスタンダードの確立
（自動車、エネルギー、通信、メディア等）

国内で培ったノウハウ・強みを活か
した差別化
（石油、エネルギー、加工食品等）

果断なM&Aの実行、PMI指針の明確化

（建設、物流等）

①海外の成長市場への展開

パラ ダイム
シフトの兆し

国内
中心

低採算/
低成長

異業種連携によ

る新たなビジネス

モデル、デファク

トスタンダードの

確立が重要 
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以上の 3 つの戦略方向性は全体観であり、その中の優先順位は業種特性や

各社事業特性により異なるはずである。まずは、自社の経営ビジョンに照らし

ながら、自社の強みやコアコンピタンスを明確化或いは再定義することが求め

られる。その上で、選択と集中によって成長のためのリソースを確保し、IoT へ

の対応など中長期的な競争力を決定付ける戦略的な事業や技術への積極的

な投資が求められる。そして、果断な買収戦略のほか、自社に不足するリソー

スを補完するための異業種を含めた柔軟なアライアンスに取り組むべきである。

日本産業には、10 年先に大きな外部環境の変化が待ち構えている今だから

こそ、向こう 5 年といった中期の視点のみならず、長期にわたる持続的成長に

向けた戦略の実行が求められる。 
 

（総括・海外チーム 元田 太樹） 

taiki.motoda@mizuho-bk.co.jp 

 

 

 

 

 

 

 

10 年先の劇的な

競争環境の変化

を見据え、向こう

5 年間の戦略を

実行・実現してい

くことが今まさに

求められる 

mailto:taiki.motoda@mizuho-bk.co.jp
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【図表 1－8】 産業別のトピックス 

 

 

 

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （千KL） ▲1.6% ▲1.9%

グローバル 石油製品需要 (千万b/d) 1.6% 1.2%

方向性

↓
（ 停滞懸念）

方向性

↓
（ 低下懸念）

向こう5年の産業競争力マップ

石
油

コメント

コメント

求められる事業戦略
/リスクシナリオ

国内精製事業のキャッシュカウ
化、海外進出・石油化学分野へ

の投資

日本の石油製品の国内需要はここ15年間で
上位20カ国中最大の減少。需要が堅調なア
ジア市場を捕捉しようと各国で製油所の建設

が進むなど競争が激化しており、日本企業の
海外展開の加速がなければプレゼンスの低
下は避けられない

需要の成長性

グローバル、特にアジアでの需要が増加して
いるのに対し、日本の需要は減少傾向

グローバルプレゼンスの方向性

内外需要見通し
指標

石油製品販売量

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （百万トン） ▲0.5% ▲0.2%

グローバル 粗鋼換算見掛消費量 （百万トン） 1.3% 0.8%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

→
（ 大きな変化なし）

鉄
鋼

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

粗鋼換算見掛消費量

海外自動車メーカーや新興国イ
ンフラといった未開拓・成長分野

への顧客基盤拡大

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

内需が緩やかに縮小に向かう中、輸出を含め

た海外売上高を維持・拡大させていくことが重
要に

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

中国鉄鋼業界の再編により、粗鋼生産量では
日本企業のプレゼンスは低下に向かうが、規
模自体が日本企業の実質的な地位低下には

つながらない。但し中国企業の技術力向上に
より日本企業との棲み分けが侵される可能性
には留意

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （千t） ▲3.2% 0.2%

グローバル 銅地金消費量 （千t） 3.5% 2.2%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

非
鉄
金
属

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

銅地金消費量

①資源権益と製錬能力の拡大、
②製錬能力のダウンサイジング

とリサイクル製錬への特化、③
川下加工事業へ特化する開発
型企業へのシフトの3方向が考

えられる

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

内需が伸び悩むものの、中国の需要拡大に
より輸出は増勢が続く

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

グローバル需要は未だ成長する一方で、日本

の需要の構成比は減少。日本企業は、輸出
による外需獲得に成功してきたが、中国によ

る資源・地金の内製化が進行しており、日本
のプレゼンスは相対的には低下の方向にある

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （千t） ▲1.2% 0.1%

グローバル エチレン換算需要 （千t） 2.7% 2.4%

方向性

↓
（ 停滞懸念）

方向性

↓
（ 低下懸念）

化
学

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

エチレン換算需要

石油化学から機能性化学品へ
のシフト、農業用化学品事業で
の国内再編

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

日本企業にとっての需要（内需＋輸出）は減
少を予想。内需、グローバル需要ともに緩や
かな成長を見込む一方で、主要輸出先である
中国の自給化進展や、米国での増産影響か
ら日本企業の輸出環境が悪化するため

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

石油化学では、北米での増産、中国の自給
化進展の結果、日本の輸出減少が見込ま

れ、プレゼンスは低下する
機能性化学・農業用化学品では、欧米企業が
再編を通じて競争力を強化、中国企業が大型
M&Aによって技術や製品を獲得する結果、日

本企業のプレゼンスは低下する

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （億円） 1.7% 1.4%

グローバル 医薬品販売金額 （$(Bill)） 3.5% 6.4%

方向性

↑
（ 比較的高成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

医
薬
品

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

国内医薬品出荷額

注力する疾患領域を絞り込みノ

ンコア事業をキャッシュ化した上
で、当該領域における治療モダリ

ティの多様化、治療以外への対
応を進める必要がある

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

国内需要は安定的に拡大するも価格引き下

げ圧力が強く、日本企業の成長には海外需
要の取込みが鍵になる。上位企業は海外売

上高相応に高く、内需の変化による影響は軽
微

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

欧米企業は積極的なM&Aや事業ポートフォリ

オの交換を行う等、選択と集中を進めて競争
力を強化。中国等の新興国企業の台頭も著し

く、日本企業のプレゼンス低下が懸念される需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （千t） ▲1.1% ▲1.2%

グローバル （万t） 0.3% 0.5%

方向性

↓
（ 停滞懸念）

方向性

↓
（ 低下懸念）

紙
・
パ
ル
プ

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

紙・板紙消費量

事業再編を含めた既存事業強化

のキャッシュカウ化、ASEANなど
成長地域やパッケージ関連など

成長分野への戦略的投資、新た
な収益源の構築

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

内需型産業であり、需要の大宗を占める国内

需要は構造的要因により縮小継続。欧米市
場も緩やかな縮小が見込まれ、成長市場に

おける競争が激化する中、アジア市場の取込
みがより重要となる

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

欧米企業が再編を通じて競争力を強化、新興

国企業がアジア需要成長を取込み規模を拡
大する中、生産量でみた場合の日本企業の

相対的なプレゼンスは低下が懸念される

紙・板紙消費量（米・欧・中）

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （億円） 2.7% 2.3%

グローバル グローバル市場規模 （十億米ドル） 2.4% 5.9%

方向性

↑
（ 比較的高成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

医
療
機
器

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

国内市場規模

一定の市場規模と成長性を有す

る製品分野を選定の上、M&A等
による治療機器も含めたライン

ナップの強化、ITや再生医療等
新規技術の取り込み

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

国内需要は拡大推移するものの、医療費抑
制の動きと、一部技術成熟により緩やかな拡

大を見込む。拡大する海外需要取り込みのた
め、新興国展開加速が不可欠

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

グローバル企業と日本企業の事業規模は従
来より格差があったものの、近年欧米グロー
バル企業間の再編が進展。中国ほか新興国

企業も台頭しつつあり、日本のプレゼンス低
下が懸念される需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （千台） 3.2% ▲1.0%

グローバル 自動車販売台数 （千台） 3.6% 1.3%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↑
（ 高位維持）

自
動
車

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

自動車販売台数

日本企業に求められる戦略は、

①系列サプライヤーまで含めた
事業構造の徹底的な効率化、②

リスクシェアとデファクトの確立を
企図したコンソーシアムの活用

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

底堅い先進国と伸長する新興国の需要に支
えられ、世界市場は拡大の見込み

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

日系完成車メーカーのグローバルプレゼンス
は今後5年程度は維持される見通し。ただし、
2020年前後に、電動化、自動運転、シェアリン

グが導入・普及フェーズを迎え、競争軸が変
化することで、日本企業のプレゼンスが相対
的に低減する可能性がある

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （億円） 4.2% 1.3%

グローバル （億USD） ▲3.0% 2.5%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↑
（ 高位維持）

工
作
機
械

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

工作機械国内受注金額

周辺機器との連携による前後工
程の自動化や工場ネットワーク
との接続性の確保

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

2021年時点では、過去の好況期に納入され
た機械の更新需要が顕在化し、2016年との比
較では緩やかに成長すると予想。一方、2016
年から、国内において税優遇や補助金の効

果が徐々に剥落することで、反動減が続くと
考えられ、需要が本格的に上向くのは2020年
以降と予想する

工作機械グローバル生産金額

（主要19カ 国/切削と成形の合計）

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

IoTといった新たな潮流にも柔軟に対応してい
るほか、競争力の源泉である機械性能につい

ても新興国メーカーにキャッチアップされてお
らず、日本のプレゼンスは変わらない

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （億円） 6.1% 6.0%

グローバル ロボット出荷金額 （億USD） 7.8% 12.0%

方向性

↑
（ 比較的高成長）

方向性

↑
（ 高位維持）

ロ
ボ

ッ
ト

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

ロボット出荷額

競争軸が異なる新たな大市場
（人協働ロボット等）の早期開拓

に向けたエコシステム構築

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

世界的な自動化需要増

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

中期的なロボット市場は、従来市場の伸長に

加え、日本企業が伝統的に強みとしている自
動車・電機電子向け以外へと質的に拡大。さ

らなるプレゼンス向上の鍵は、従来と競争軸
が異なる新たな市場への迅速な対応需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

0.4% 0.8%

7.1% 2.4%

▲1.4% 0.8%

0.7% 2.2%

方向性

製
品 →

（ 緩やかな成長）

電
子
部
品

↑
（ 比較的高成長）

方向性

製
品

→
（ 大き な変化なし）

電
子
部
品

↑
（ 高位維持）

コメント

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

国内
主要エレクトロニクス製品需要額

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性

グローバル

日本企業のグローバルシェアは相対的に
高い。スマートフォン市場の成長鈍化を
受け、IoT関連分野や車載分野などに注
力中。日本の技術力や安定品質を活か
せる市場が広がり、高いプレゼンスを維
持

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

海外企業は、成長領域や異業種
企業の技術やノウハウの獲得に
向けて大規模かつ大胆なM&Aを
実行。IoTの時代では、自社の既
存の強みや技術のみで考えるだ
けでなく、成長領域の有力企業
や異業種企業との技術やノウハ
ウを掛け合わせることが成長の
原動力となる。成長領域で競争
力を維持・確保するためには、大
胆な戦略策定と行動力が求めら
れる

主要電子部品世界需要

主要エレクトロニクス製品世界需要

主要電子部品需要額

特定分野を除き、グローバルシェアは既
に低く、日本企業も脱力しており今後もプ
レゼンス改善は見込みづらい（変化な
し）。B2CからB2B領域へシフトし、「モノ」
と「サービス」の一体提供による付加価値
向上を模索

（単位）

（億円）

（億円）

（十億米ドル）

（十億米ドル）

コメント

成長を牽引してきたスマートフォンの普及
も一巡し、市場は横ばいに近い微増で推
移

スマホ1台あたりの部品搭載員数増加や
自動車の電装化などにより今後も安定的
に市場拡大

グローバルプレゼンスの方向性

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

製品

電子
部品

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （億円） 1.2% 2.1%

グローバル
発電設備容量

（新規・更新）
（GW） ▲2.3% ▲1.9%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

重
電

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

原動機（原子力・火水力）・

発電機・受変電機器

機器の差別化戦略のみではグ
ローバル市場における今後の受
注獲得は難しいことから、①価格
競争を回避するターゲット国の
囲い込み、②IoTを活用したサー
ビス提供力向上が求められる

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

中国の政策誘導により、2016年・2017年は一
時的に中国の石炭火力市場が拡大。今後
は、中国企業の生産余剰分が安値輸出に回
り、日本企業のグローバルなプレゼンスは低
下する可能性がある。日本市場は新設火力
発電の増加、老朽設備の更新需要により一
時的な需要拡大が見込まれるものの、海外
重電トップ企業の日本展開には留意が必要

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

日本企業がグローバルにプレゼンスのある領
域は限られている。日本企業は高効率火力
発電において技術優位性があるものの、中国
企業の急速な技術キャッチアップにより機器
の差別化が困難になりつつある。中国企業の
輸出強化により、日本企業のプレゼンス低下
が懸念される

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （兆円） 2.1% 1.7%

グローバル
情報サービス・

ソフトウェア投資額
（十億米ドル） 2.0% 5.6%

方向性

↑
（ 比較的高成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

情
報
サ
ー

ビ
ス

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

情報サービス売上高

“産業のデジタル化”を受けた日
本企業の戦略として、①クラウド
では、ハイブリッドクラウドのイン

テグレーションへの注力とPaaS
レイヤーの付加価値向上、②

IoT・AIへの対応では、M&Aも活
用した技術・ノウハウの強化・拡
充、ユーザー企業との協業によ

るビジネスモデルの創出が有
効。想定されるリスクシナリオ
は、①異業種からの参入者の登

場、②ベンチャー企業の台頭、
③ユーザー企業における先端技

術の研究内製化による情報サー
ビス事業者の役割の低下

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

欧米で先行する“産業のデジタル化”は、今後
日本でも進展。クラウドやIoT・AIといった領域
で自社のケイパビリティを強化し、市場の変化

に対応する必要

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

日系各社は、海外市場におけるプレゼンスが
限定的な中、今後、国内市場においても、“産
業のデジタル化”によって大手海外企業との

競争に晒されると想定される需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

（円） 0.2% ▲0.8%
（万件） 4.5% 1.9%

（万件） 15.4% 2.3%

（ドル） ▲9.6% 0.8%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↑
（ 向上期待）

求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

国内
ARPU

今後来る5Gの世界においても、
ネットワークの提供のみでは通
信は「土管化」するリスクあり。
5Gでコンテンツ（動画）の重要度

がさらに増す中、通信キャリアの
戦略としては、高いコンテンツ力
を有す日系メディア事業者とのよ
り踏み込んだ協業が有効だろう

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

グローバル
ARPU（米、欧、ASEAN、中国の加入者加

重平均後）

携帯／PHS回線数（米、欧、ASEAN、中

国）

通
信

内外需要見通し

携帯／PHS回線数

単価（ARPU）の上昇余地は限られるものの、
回線数はタブレット・WiFiルーター等の複数回
線契約の増加やIoT通信モジュール回線の伸

びにも支えられ、堅調な推移を予想する

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

今後、製造業を始め自動車から医療や農業
まで様々な業種で需要拡大が期待されるIoT
通信において、キャリアがネットワークだけで
なく有望な付加価値領域を見つけることがで
きれば、日系企業もプレゼンスを高めることが

可能
需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 国内広告費 （億円） 1.9% 1.1%

グローバル （$百万） 4.3% 4.8%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

→
（ 大きな変化なし）

メ
デ

ィ
ア
サ
ー

ビ
ス

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

日系メディア事業者の代表格で
ある民放キー局のインターネット
メディアにおける戦略として、先
進的なテクノロジーを活用した強
大なプラットフォームの早期構築
のために、（1）コンテンツ（質・量）
の拡充、（2）他社との協業（含む
資本提携）、（3）先進的なテクノ
ロジーの活用（ビッグデータ等）
が求められる。また、海外展開で
は、まずはコンテンツプロバイ
ダーとして現地に日本コンテンツ
を根付かせる戦略が有効である

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

国内広告市場は、今後もインターネット広告
が牽引し、緩やかな成長が見込まれる。但
し、テレビ広告市場は2021年頃にシェア・金額
共に縮小に転じる転換点を迎えると予想。ま
た、グローバル広告市場は今後も堅調な成長
が見込まれ、特に中国やASEANの急成長が
期待される

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

メディア業界は既存マスメディアからインター
ネットメディアへシフトするメガトレンドが不可
避な状況下、国内のインターネット動画配信
市場では既に異業種や有力な海外プラット
フォーム事業者等の参入もあり、厳しい競争
環境となっているため、強大なプラットフォー
ムの早期構築が重要である。一方で、グロー
バルプレゼンスはこれまで非常に限定的で
あったが、有力な海外のプラットフォーム事業
者等との協業により、日本コンテンツの浸透
度を高め、グローバルプレゼンスを高める
チャンスである

グローバル

（米、欧、中、ASEAN）広告費

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

（百万トン） ▲0.9% ▲1.2%
（百万トン） ▲1.2% 0.8%

グローバル （千TEU） 1.4% 2.3%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

→
（ 大きな変化なし）

物
流

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

国内トラック輸送量（年度）

　　　　　　　 【海運】
統合に向け事務検討開始。世界
的なM&Aの動きは速く、更なる合
従連衡が生じるリスクもあり、統
合規模として不十分である可能
性も

　　　　　　【利用運送】
国内需要の減少と供給キャパシ
ティ不足が顕在化しており、従来
型のビジネスモデルを変革し、事
業継続性と収益性を向上させる
必要がある

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

内需は縮小に向かうため、日系及び非日系
の海外需要取り込みが重要となる。海外コン
テナ需要は、GDP成長率を下回るものの堅確
な増加を期待

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

 【海運】邦船オペ3社によるコンテナ船事業の
統合は、規模の拡大、効率化・コスト削減を通
し大幅に競争力を向上。一方、合併後も世界
第6位と競争環境の厳しさは変わらず。但し、
コスト削減等統合シナジーを実現出来れば、
プレゼンスは向上へ

【利用運送】日系企業のプレゼンスは相対的
に低下傾向。海外大手は大手企業同士のア
ライアンスを進展させており、日系各社もPMI
等に留意しつつ取り組み強化が必要

国内

海運

（主要定期船荷動量：米／欧／ア）

日本発航空混載貨物（輸出）

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （億kWh） ▲0.9% 0.0%

グローバル
電力需要

（ASEAN主要5ヶ国）
（TWh） 5.7% 5.6%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

→
（ 大きな変化なし）

エ
ネ
ル
ギ
ー

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

電力需要

中期的に予想される国内のエネ
ルギー需給構造の変化に対し、

電力・ガス事業者は、（1）サービ
ス・ソリューションを一体にした総
合的かつ課題解決型アプローチ
とトレーディング事業の強化を通

じたASEAN市場の攻略、（2）プロ
シューマーの台頭と分散型エネ
ルギーの普及に対応した新たな
事業モデルの創出が求められる

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

内需は微減、ASEAN主要5カ国は需要拡大を
見込む。今後、東南アジアにおける環境・エネ
ルギー制約の高まりが、日本勢の競争優位
性を生み出す可能性

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

 ASEAN主要5カ国において、欧米・中韓勢と
の熾烈なエネルギーインフラの受注競争は継
続する見通し。他方、同市場における環境・エ
ネルギー制約の高まりは、日本のエネルギー

事業者にとって、①高効率火力発電、②LNG
基地、③電力系統の各分野において、競争優
位を生み出す可能性がある

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念
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（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

（十億円） 0.7% 0.2%

インバウンド消費／

訪日客の買物代
（十億円） 39.2% 10.3%

小売売上高（中国） （十億ドル） 11.5% 7.8%
小売売上高

（ASEAN主要6ヶ国）
（十億ドル） 3.4% 5.2%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

小
売

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

小売業販売額

（自動車・燃料小売除く）

人口動態やテクノロジーの進化
が小売企業の競争優位性に変
化をもたらす。かかる中、実店舗
型小売企業にとっては、慢性的

な人材不足による人件費上昇回
避の観点からIT化等により効率
化を図ること、ECへの需要シフト
を加味し店舗数と売場の最適化
を図ることが重要となる。個社の

取組みでは限界もあることから、
強みの分野への経営資源集中
やシナジー発揮を目的としたアラ
イアンスも有力な選択肢となろう

グローバル

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

国内需要は微増、海外市場は成長を見込む

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

海外市場は成長が見込まれる一方で、競争
激化により市場獲得のハードルは高まり、日
系企業のグローバルプレゼンスはやや低下
するものと見込む

国内

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （兆円） 2.0% 0.2%

グローバル
加工食品販売金額

（小売チャネル）
（100億米ドル） 2.1% 2.7%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

↓
（ 低下懸念）

加
工
食
品

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

食料支出

高付加価値化による国内需要の
創出を目指すとともに、食のルー
ルへの対応等（例：HACCP・ハラ

ル）を積極的に行うことで、海外
需要の更なる取り込みが求めら
れる

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

国内需要は、長期的な目線でみると人口の減
少に伴って縮小トレンドに向かいつつあるが、
2020年頃までは世帯数の増加や訪日インバ

ウンドが下支えとなる
グローバル需要は、今後も米国における安定
成長や中国・ASEAN等の新興国での拡大が
見込まれる

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

欧米企業の積極的なM&A戦略や中国・

ASEAN等の新興国企業の台頭により、日本
企業のグローバルプレゼンスは相対的な低
下が懸念される

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念



 

 
特集：日本産業の中期見通し（産業総合）              

 

みずほ銀行 産業調査部            

33 33 

 

 

 
（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

 

 

 

 

（単位） 2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

国内 （兆円） 3.7% ▲1.5%
アメリカ建設投資額 （十億ドル） 8.0% 2.1%
欧州建設投資額 （十億ユーロ） 1.2% 1.4%
中国建設業付加価値額 （十億人民元） 9.2% 6.4%
ASEAN建設業付加価値額 （十億ドル） 5.0% 4.6%

方向性

→
（ 緩やかな成長）

方向性

→
（ 大きな変化なし）

建
設

内外需要見通し 求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

名目建設投資額（年度）

国内需要及び担い手の減少を見
据え、国内事業での生産性向上
や新たな収益源確保に向けた取
組みに加え、海外需要の取込み
が重要。IoTを活用した建設技
術・ノウハウの研究開発の推進
は、国内の生産性向上のみなら
ず、海外を含めた新たな事業展
開にもつながる取組みであり、グ
ローバルプレゼンス向上に資す
る競争力の源泉となり得る

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性
コメント

中期的には国内需要は減少となるも、グロー
バル需要は成長を続ける

グローバルプレゼンスの方向性
コメント

日本企業の過去10年間の売上高は概ね横ば
いであり、世界の建設企業ランキングにおけ
る位置も低下。これまで通りの国内ばかりに
注力した経営では飛躍的な成長は期待でき
ず、中期的な日本企業のグローバルプレゼン
スは更に低下しかねない。しかしながら近年、
一部の企業ではM&Aを活用した海外展開も
増えており、以前に比べ海外需要を取り込む
意識は着実に強まっている

グローバル

需要の成長性

グ
ロ
ー
バ
ル
プ
レ
ゼ
ン
ス
の
方
向
性

高位
維持、
向上

緩やかな
成長

不変

低下

比較的
高成長

停滞
懸念

2011-2016CAGR 2016-2021CAGR

2.1% 0.9%

3.0% ▲4.7%

NA 0.5%

▲4.1% ▲0.7%

方向性

オ
フ

ィ
ス

→
（ 緩やかな成長）

住
宅 ↓

（ 停滞懸念）

求められる事業戦略
/リスクシナリオ指標

オフィス床需要

向こう5年の産業競争力マップ 需要の成長性

オフィスビル事業はハイスペック
ビルの供給などにより、都心部を
中心とするオフィス床需要を着実
に取り込むこと、住宅事業は新
規供給に頼らない新たなビジネ
スモデルの追及と海外市場の攻
略、が重要となる

方向性

（単位）

（千㎡）

（千戸）

（千㎡）

（千戸）

内外需要見通し

国内

グローバル

国内が主戦場であり、人口が集積するエ
リアでは、引き続き根強い住宅需要が認
められるが、人口減少社会では住宅市場
の縮小は不可避

不
動
産
・
住
宅

グローバルプレゼンスの方向性

→
（ 大きな変化なし）

コメント

主戦場である国内三大都市では、根強い
オフィス需要が認められる

コメント
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【図表 1－9】 産業別生産活動の推移（前年比） 

 

 

 

 

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

（注）対象指標については産業毎に詳述した各章をご参照 

見込み

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
2016-
2021

CAGR

石油 石油製品生産量                                         ▲                                        ▲                                        ▲                                    ×                                        ▲                                    ×0 0                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲
 

▲

鉄鋼 粗鋼生産量 0 0                                        ▲                                         ■++                                        ▲                                        ▲0 0                                        ▲0 0
 

▲

非鉄金属 銅地金生産量 + 0                                        ▲                                    ×+                                         ■++                                        ▲+                                        ▲0 0 0

紙・パルプ 紙・板紙生産量 0 0                                        ▲                                         ■0                                        ▲                                        ▲0 0                                        ▲                                        ▲                                        ▲
 

▲

化学 エチレン換算生産                                         ▲0                                         ■0 0                                        ▲                                    ×+                                        ▲0                                    ×                                        ▲
 

▲

医薬品 国内医療用医薬品　生産金額 0 0 0 0                                        ▲0                                        ▲                                        ▲                                    ×0                                        ▲0 0

医療機器 国内医療機器生産金額 +                                        ▲0                                    ×+ + 0 0 0                                        ▲                                        ▲                                        ▲0

加工食品 加工食品生産金額 N/D N/D 0                                        ▲0                                        ▲0 0 0 0 0 0 0

自動車 自動車国内生産台数 + 0                                        ▲                                         ■++                                         ■++                                        ▲0                                    ×                                        ▲                                        ▲
 

▲

工作機械 工作機械生産金額（生産動態統計） + +                                        ▲                                         ■++ ++ 0                                         ■++ +                                         ■                                        ▲++

ロボット 日本ロボット工業会生産額 ++                                        ▲                                         ■                                         ■++ +                                         ■                                    ×++ ++ 0 ++ ++

主要エレクトロニクス製品 0                                        ▲                                         ■                                         ■+                                         ■                                         ■                                         ■                                         ■                                         ■0                                        ▲
 

■

電子部品 + 0                                    ×                                         ■++                                         ■                                         ■+ + +                                        ▲+ +

重電 原動機（原子力・火水力）・発電機・受変電機器                                    ×++                                        ▲0                                    ×                                         ■++                                    ×0                                        ▲                                    ×+ +

情報サービス 情報サービス売上高 + 0                                        ▲                                    ×                                        ▲                                        ▲0 0 0 0 0 0 +

ARPU                                         ▲                                    ×                                         ■                                    ×                                    ×                                        ▲                                        ▲                                        ▲++                                        ▲0                                        ▲
 

▲

携帯/PHS回線数 + + 0 0 + + + + + 0 0 0 +

メディアサービス 国内広告費 0 0                                        ▲                                         ■                                        ▲                                        ▲0 0 0 0 0 0 0

国内トラック輸送量（年度）                                         ▲                                        ▲                                        ▲                                    ×0                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲0                                        ▲
 

×

日本発航空混載貨物（輸出） 0                                        ▲                                         ■                                         ■++                                    ×                                    ×                                    ×++ 0                                        ▲0 0

エネルギー 電力総需要 0 0 0                                    ×+                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲                                        ▲0
 

▲

小売業販売額 0 0 0                                        ▲0 0                                        ▲0 0 0                                        ▲0 0

インバウンド消費／訪日客の買物代 N/D N/D N/D N/D N/D N/D ++ ++ ++ ++ 0 ++ ++

建設 名目建設投資額（年度）                                         ▲                                    ×0                                         ■                                        ▲0 0 ++                                        ▲                                        ▲0                                        ▲
 

×

オフィス床需要 0 0                                        ▲                                        ▲                                        ▲0 0 0 0 0 0 0 0

新設住宅着工戸数 0                                         ■0                                         ■0 0 + ++                                    ×0 +                                        ▲
 

■

製
造
業

小売

不動産・住宅

通信

物流

非
製
造
業

指標

予想

エレクトロニクス

業種

実績

++ 前年同期比+10%以上 前年同期比▲5%～0%

+ 前年同期比+5%～+10% 前年同期比▲10%～▲5％

前年同期比 0%～+5% 前年同期比▲10%以下
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